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本書の発行にあたって

　長引くデフレからの早期脱却と経済再生を図るために「金融緩和」、「財政
出動」、「成長戦略」の３本の矢によるアベノミクス政策により大都市圏、大企
業を中心に回復基調の傾向が見え始めました。
　しかし、地方都市、中小企業にはその恩恵はなかなか波及しませんでした。
また、４月からは消費税引き上げに伴い、増税前の駆け込み需要が若干見ら
れたものの、個人消費は停滞し、さらには人材不足や円安等による資源・資材
の高騰が深刻化しており、今回の調査でもそのような結果が見られています。
　今後の政権では中小企業にも光が届くような施策の取り組みを積極的に進
めていただき、地方圏でもその恩恵を実感できるようになることを期待しており
ます。
　このような情勢の中、当会では地域企業の実態を把握し、企業への労働政
策や支援施策に資するため「中小企業労働事情実態調査」を昭和39年から実
施してきました。
　なお、本年度は従来の項目に加え、国でも積極的に取り組みに助成をして
いる、女性の管理職について及び非正規雇用労働者の状況の取り組み等につ
いての調査を追加いたしました。

　本報告書が、県内中小企業、行政機関及び関係団体の皆様の労働対策構
築の参考としていただければ幸甚でございます。

　最後に、本調査の実施に際しまして、ご協力いただきました中小企業者様
並びに中小企業組合事務局担当者様に心より御礼申し上げますとともに、今後
とも一層のご協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成27年２月

新潟県中小企業団体中央会
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序章 概要

概　　要

１．目的
　　	本調査は、県内中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働

対策の樹立に資することを目的に実施した。

２．調査機関
　　新潟県中小企業団体中央会

３．調査方法
　　	本調査は、全国の都道府県中小企業団体中央会で一斉に実施したものであ

り、当県では事業協同組合等を通じて、任意抽出した組合員事業所宛に調
査票を配布し、直接当会で回収したものを全国中小企業団体中央会におい
て一括集計を行った。

４．調査時点
　　平成26年７月１日

５．調査対象
　（1） 調査対象産業
　　　［製造業］		食料品、繊維・同製品、木材・木製品、出版・印刷・同関連、	

窯業・土石製品、金属・同製品、機械器具、その他の製造業
　　　［非製造業］		情報通信業、運輸業、建設業、卸・小売業（飲食店を除く）、	

サービス業
　（2） 調査対象事業所数
　　　　従業員300人以下の県下1,300事業所
　　　　		（ただし、卸売業・サービス業については従業員100人以下、小売業に

ついては同50人以下の事業所）
　　　　　なお業種別・規模別の割合は、可能な範囲で次の割合に準拠した。

製造業（55％） 非製造業（45％）
9人以下 20％ 9人以下 31％
10 ～ 29人 35％ 10 ～ 29人 40％
30人～ 99人 35％ 30人以上 29％
100 ～ 300人 10％
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調査結果のまとめ 序章

調査結果のまとめ

１．経営に関する事項について
（1）現在の経営状況は「変わらない」が４９．２％で最多
（2）主要事業の今後の方針は「現状維持」が６７．８％で最多
（3）経営上の障害は「販売不振・受注の減少」が４３．０％で最多
（4）経営上の強みは「顧客への納品・サービスの速さ」が２８．７％で最多

２．従業員の労働環境に関する事項
（1）従業員の労働時間は「４０時間」の事業所が４２．８％で最多
（2）従業員一人当たりの月平均残業時間は９．６１時間
（3）従業員一人当たりの年次有給休暇
　 平均付与日数は１６．４０日　平均取得日数６．７０日　平均取得率４３．０６％

３．新規学卒者の採用に関する事項
（1）新規学卒者の採用実績人数
　 高校卒１５１人　 専門学校卒５３人　 　短大卒（含高専）１２人　　大学卒９１人

（2）新規学卒者（平成２５年３月卒）の採用充足率
　 高校卒９１．５％　専門学校卒９３．０％　短大卒（含高専）１００％　大学卒９２．９％

（3）新規学卒者の初任給について

高校卒
技術系 156,982円

専門学校卒
技術系 162,460円

事務系 162,877円 事務系 167,000円
短大卒

（含高専）
技術系 165,767円

大学卒
技術系 193,318円

事務系 187,360円 事務系 189,560円

４．女性の管理職に関する事項 
（1）女性の管理職が「いる」企業の割合は３３．２％
（2）女性管理職の中で登用されている女性管理職は「役員」が６３．０％で最多。



― 　―6

５．非正規雇用労働者に関する事項
（1）非正規雇用労働者の雇用については「変わらない」が７８．５％で最多。
（2）増加している形態については「パートタイマー」が５２．８％で最多。
（3）ここ３年間で正規職員に「転換した」企業は１９．０％
 　  メリットとしては「長期勤続定着が期待できる」が８７．５％で最多。デメリットとしては「問題は特

にない」が４２．１％で最多となった。

６．賃金の改定について
（1）賃金改定の実施状況
 　「引上げた」４８．８％で最多

（2）賃金改定後の平均賃金等（加重平均）
 　新潟県全体の平均賃金２３２, ９７４円

（3）賃金の昇給額・昇給率（加重平均）
 　昇給額　＋３, ９６０円
 　昇給率　＋１．７３％

（4）賃金の内容
 　「基本給の引き上げ」が４６．４％で最多

（5）賃金の判断要素
 　「企業の業績」が６１．３％で最多

序章 調査結果のまとめ
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第１節　回答事業所の概要

１．回答事業所の内訳
　表１：回収率の内訳

調査数 １人～９人 10人～ 29人 30人～ 99人 100人～ 300人 回答数 回収率

製造業 705 57 110 86 26 279 39.5%

非製造業 595 145 96 106 18 365 61.3%

　表２：回答事業所の労働者内訳

業種別 事業所数（社） 常用労働者数 男性常用労働者数 女性常用労働者数

全国 19,353 595,896 420,172 175,724 

新潟県　計 644 21,714 15,200 6,514 

製
造
業

製造業　計 279 10,958 7,362 3,596 

　食料品 52 2,095 1,003 1,092 

　繊維工業 33 898 326 572 

　木材・木製品 22 453 368 85 

　印刷・同関連 25 1,581 1,023 558 

　窯業・土石 32 1,037 907 130 

　化学工業 - - - －

　金属、同製品 79 3,498 2,657 841 

　機械器具 25 1,156 950 206 

　その他 11 240 128 112 

非
製
造
業

非製造業　計 365 10,756 7,838 2,918 

　情報通信業 1 11 2 9 

　運輸業 30 2,316 2,075 241 

　建設業 104 2,629 2,276 353 

　卸売業 74 2,052 1,399 653 

　小売業 68 895 437 458 

　サービス業 88 2,853 1,649 1,204 

規
模
別

1 ～ 9人 202 1,046 644 402 

10 ～ 29人 206 3,611 2,501 1,110 

30 ～ 99人 192 10,173 7,236 2,937 

100 ～ 300人 44 6,884 4,819 2,065 
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２．従業員について
　回答いただいた従業員の雇用形態は表３の通りである。また、労働組合の組織率は「運輸業」の
４６. ７％が最も多い結果となっている。

　表３：雇用形態別構成比と労働組合の組織率

従業員数

雇用形態別構成比（％）
労働組合
組織率
（％）正社員 パート

タイマー 派遣 嘱託・
契約社員 その他

新潟県　計 22,616 77.4 15.0 1.2 4.4 2.0 10.6

製
造
業

製造業　計 11,411 79.0 11.8 1.7 5.1 2.4 14.3

　食料品 2,351 59.5 25.4 2.2 6.4 6.6 7.7

　繊維工業 951 80.3 11.1 - 8.3 0.2 27.3

　木材・木製品 458 86.2 9.6 0.9 0.4 2.8 18.2

　印刷・同関連 1,444 84.9 9.6 1.7 3.0 0.8 8.0

　窯業・土石 1,151 73.7 7.0 2.2 16.1 1.1 18.8

　化学工業 - - - - - - -

　金属、同製品 3,617 85.5 7.6 2.4 2.4 2.0 8.9

　機械器具 1,195 91.5 5.9 0.6 2.0 - 28.0

　その他 244 77.9 15.6 0.0 4.5 2.0 9.1

非
製
造
業

非製造業　計 11,205 75.9 18.3 0.6 3.6 1.5 7.7

　情報通信業 11 90.9 9.1 - - - -

　運輸業 2,391 80.0 11.5 - 7.5 1.0 46.7

　建設業 2,659 94.7 2.4 0.1 2.4 0.5 5.8

　卸売業 2,096 79.2 16.9 0.3 3.2 0.4 2.7

　小売業 942 59.0 35.8 1.5 1.1 2.7 1.5

　サービス業 3,106 59.5 33.0 1.5 2.7 3.3 5.7

規
模
別

1 ～ 9人 1,016 81.7 15.3 0.9 0.9 1.3 2.0

10 ～ 29人 3,657 82.1 13.3 0.5 3.0 1.0 7.3

30 ～ 99人 10,374 81.2 13.5 0.9 3.7 0.7 16.1

100 ～ 300人 7,258 70.6 17.9 1.9 5.4 4.3 40.9

300人超 311 45.0 18.3 1.9 30.2 4.5
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第２節　経営に関する事項

１．現在の経営状況
　グラフ１を見ると経営状況は「良い」は１８. ８%（前年度比 + ６. ３ポイント）。「悪い」は３２. ０％（前
年度比－２. ４ポイント）。「変わらない」と回答した事業所も４９. ２％（前年度比－３. ８ポイント）となっ
た。過去５年を見ると連続で「悪い」が減少しており、「良い」は昨年度と比較すると大幅に回復し、僅
かながら景況感の回復が伺える。

　グラフ１：現在の経営状況について（直近５年間の推移） （％）
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　表４：現在の経営状況について （％）
良い 変わらない 悪い

全国 19.4 52.7 28.0
新潟県 18.8 49.2 32.0

製造業

製造業　計 23.3 45.8 30.9
　食料品 11.8 43.1 45.1
　繊維工業 6.1 48.5 45.5
　木材・木製品 27.3 36.4 36.4
　印刷・同関連 25.0 54.2 20.8
　窯業・土石 22.6 45.2 32.3
　化学工業 - - -
　金属、同製品 30.8 46.2 23.1
　機械器具 40.0 44.0 16.0
　その他 27.3 54.5 18.2

非製造業

非製造業　計 15.3 51.8 32.9
　情報通信業 - 100.0 -
　運輸業 10.3 41.4 48.3
　建設業 24.3 56.3 19.4
　卸売業 16.4 57.5 26.0
　小売業 10.4 34.3 55.2
　サービス業 9.3 58.1 32.6

規模別

1 ～ 9人 14.0 48.0 38.0
10 ～ 29人 15.6 50.2 34.1
30 ～ 99人 27.7 48.4 23.9
100 ～ 300人 17.1 53.7 29.3
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２．主要事業の今後の方針
　グラフ２を見ると今年度については「強化拡大」が２７．０％と昨年度よりも０．３ポイント増加。「現
状維持」が６７．８％と昨年度よりも１．４ポイント減少。「縮小」が４．６％と１．３ポイント増加となった。
　表５の業種別では「強化拡大」に多く回答した非製造業の「情報通信」が１００％、反して「縮小」に
多く回答した業種は製造業の「その他」が１８．２％となっている。

　グラフ２：主要事業の今後の方針について （％）

H26

H25

H24

H23

H22

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

強化拡大

現状維持

縮　小

廃　止

その他

18.318.3 69.769.7 9.79.7

27.027.0 64.864.8 7.47.4

26.726.7 69.269.2 3.33.3

27.027.0 67.867.8 4.64.6
0.20.2
0.50.5

26.026.0 65.265.2 7.77.7

　表５：主要事業の今後の方針について （％）

強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他
全国 28.4 65.6 4.5 0.9 0.5

新潟県 27.0 67.8 4.6 0.5 0.2

製
造
業

製造業　計 28.3 64.3 6.6 0.7 -
　食料品 25.5 62.7 11.8 - -
　繊維工業 12.5 65.6 15.6 6.3 -
　木材・木製品 36.4 54.5 9.1 - -
　印刷・同関連 45.8 54.2 - - -
　窯業・土石 12.9 87.1 - - -
　化学工業 - - - - -
　金属、同製品 37.2 59.0 3.8 - -
　機械器具 30.4 69.6 - - -
　その他 9.1 72.7 18.2 - -

非
製
造
業

非製造業　計 26.0 70.4 3.1 0.3 0.3
　情報通信業 100.0 - - - -
　運輸業 27.6 62.1 6.9 - 3.4
　建設業 19.4 77.7 2.9 - -
　卸売業 34.7 61.1 2.8 1.4 -
　小売業 23.9 73.1 3.0 - -
　サービス業 26.7 70.9 2.3 - -
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３．経営上の障害（３項目以内複数回答）
　表６を見ると新潟県では「販売不振・受注の減少」が４３．０％と最も多い結果となった。業種別で製造
業を見ると、「原材料・仕入品の高騰」が５６．０％と最も多い結果となった。次に「販売不振・受注の減少」「人
材不足（質の不足）」と続いている。非製造業では「同業他社との競争激化」が４７．３%と最も高い結果となっ
た。次に製造業同様に「販売不振・受注の減少」「人材不足（質の不足）」と続いている。製造業、非製造
業で共通して障害の上位となっているのが、「販売不振・受注の減少」「人材不足（質の不足）」となった。

　表６：経営上の障害ワースト５
新潟県全体 製造業 非製造業

１位 販売不振・受注の減少 43.0% 原材料・仕入品の高騰 56.0% 同業他社と競争激化 47.3%
２位 原材料・仕入品の高騰 42.2% 販売不振・受注の減少 42.5% 販売不振・受注の減少 43.4%
３位 人材不足（質の不足） 38.8% 人材不足（質の不足） 38.2% 人材不足（質の不足） 39.2%
４位 同業他社と競争激化 38.0% 同業他社と競争激化 25.8% 原材料・仕入品の高騰 31.7%
５位 労働力不足（量の不足） 18.0% 納期・単価等の取引条件の厳しさ 24.4% 労働力不足（量の不足） 23.8%

　グラフ３：経営上の障害（製造業、非製造業） （％）

環境規制の強化
金融・資金繰り難

納期・単価等の取引条件の厳しさ
製品価格（販売価格）の下落

原材料・仕入品の高騰
同業他社との競争激化

製品開発力・販売力の不足
販売不振・受注の減少

人件費の増大
労働力の過剰

人材不足（質の不足）
労働力不足（量の不足）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

製造業

非製造業

10.510.5
23.823.8

38.238.2
39.239.2

1.81.8
1.11.1

10.210.2
12.912.9

42.542.5
43.443.4

20.720.7
8.18.1

25.825.8
47.347.3

56.056.0
31.731.7

9.19.1
9.29.2

24.424.4
11.811.8

9.89.8
9.89.8

2.92.9
3.13.1

　表７：経営上の障害 （％）
労
働
力
不
足

（
量
の
不
足
）

人
材
不
足

（
質
の
不
足
）

労
働
力
の
過
剰

人
件
費
の
増
大

販
売
不
振
・

受
注
の
減
少

製
品
開
発
力
・

販
売
力
の
不
足

同
業
他
社
と
の

競
争
激
化

原
材
料
・
仕
入

品
の
高
騰

製
品
価
格
（
販

売
価
格
）
の
下

落 納
期
・
単
価
等

の
取
引
条
件
の

厳
し
さ

金
融
・
資
金
繰

り
難

環
境
規
制
の

強
化

全国 20.7 38.8 1.3 15.0 33.8 11.2 36.2 41.4 11.5 18.2 8.7 3.3
新潟県　計 18.0 38.8 1.4 11.7 43.0 13.6 38.0 42.2 9.2 17.2 9.8 3.0

製
造
業

製造業　計 10.5 38.2 1.8 10.2 42.5 20.7 25.8 56.0 9.1 24.4 9.8 2.9
　食料品 9.6 30.8 1.9 11.5 51.9 34.6 25.0 63.5 3.8 7.7 13.5 -
　繊維工業 9.1 42.4 3.0 6.1 51.5 27.3 12.1 54.5 6.1 18.2 15.2 3.0
　木材・木製品 4.8 23.8 4.8 - 52.4 28.6 38.1 42.9 9.5 28.6 4.8 -
　印刷・同関連 12.5 25.0 - - 50.0 12.5 50.0 62.5 16.7 25.0 - -
　窯業・土石 12.5 28.1 - 18.8 53.1 3.1 25.0 78.1 9.4 6.3 9.4 3.1
　化学工業 - - - - - - - - - - - -
　金属、同製品 11.5 47.4 1.3 15.4 28.2 17.9 20.5 48.7 12.8 38.5 7.7 5.1
　機械器具 12.5 54.2 4.2 4.2 37.5 20.8 29.2 29.2 4.2 45.8 16.7 -
　その他 9.1 45.5 - 9.1 18.2 9.1 27.3 81.8 9.1 18.2 9.1 18.2

非
製
造
業

非製造業　計 23.8 39.2 1.1 12.9 43.4 8.1 47.3 31.7 9.2 11.8 9.8 3.1
　情報通信業 - - - - - - 100.0 - - - - -
　運輸業 56.7 40.0 - 10.0 33.3 - 26.7 66.7 - 13.3 3.3 13.3
　建設業 38.8 44.7 1.9 10.7 34.0 4.9 38.8 34.0 7.8 13.6 9.7 1.9
　卸売業 8.3 33.3 - 11.1 58.3 18.1 61.1 30.6 12.5 16.7 8.3 -
　小売業 9.1 33.3 - 7.6 62.1 10.6 47.0 18.2 13.6 9.1 15.2 -
　サービス業 18.8 42.4 2.4 22.4 31.8 4.7 52.9 28.2 8.2 7.1 9.4 5.9

規
模
別

1 ～ 9人 13.5 26.5 1.5 10.0 50.5 11.5 42.5 30.0 12.5 16.0 15.5 3.5
10 ～ 29人 10.5 41.0 2.0 15.0 43.5 16.0 33.5 43.5 7.5 18.5 10.5 2.5
30 ～ 99人 28.4 48.4 1.1 10.5 38.4 11.6 36.3 51.1 6.3 18.4 5.3 2.6
100 ～ 300人 28.6 42.9 - 9.5 26.2 21.4 45.2 54.8 14.3 11.9 - 4.8
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４．経営上の強み（３項目以内複数回答）
　表８を見ると、新潟県では「顧客への納品・サービスの速さ」が２８．７％と最も多い結果となった。
次に「製品の品質・精度の高さ」「組織の機動力・柔軟性」と続いている。製造業では「製品の品質・精
度の高さ」が３９．８％と最も高い結果となった。次に「顧客への納品・サービスの速さ」「生産技術・生
産管理能力」と続いている。非製造業では「商品・サービスの質の高さ」が３１．１% と最多となっている。
次に「顧客への納品・サービスの速さ」「組織の機動力・柔軟性」と続いている。また、製造業、非製造
業で共通して強みの上位となっているのが、「顧客への納品・サービスの速さ」となった。

　表８：経営上の強みベスト５
新潟県全体 製造業 非製造業

１位 顧客への納品・サービスの速さ 28.7% 製品の品質・精度の高さ 39.8% 商品・サービスの質の高さ 31.1%
２位 製品の品質・精度の高さ 23.8% 顧客への納品・サービスの速さ 29.3% 顧客への納品・サービスの速さ 28.2%
３位 組織の機動力・柔軟性 23.8% 生産技術・生産管理能力 24.8% 組織の機動力・柔軟性 27.4%
４位 商品・サービスの質の高さ 23.0% 製品・サービスの独自性 24.8% 技術力・製品開発力 21.9%
５位 技術力・製品開発力 22.5% 技術力・製品開発力 23.3% 製品・サービスの独自性 18.4%

　グラフ４：経営上の強み（製造業、非製造業） （％）

0 10 20 30 40 50
組織の機動力・柔軟性

商品・サービスの質の高さ
優秀な仕入先・外注先

財務体質の強さ・資金調達力
企業・製品のブランド力

顧客への納品・サービスの速さ
製品の品質・精度の高さ

製品・サービスの企画力・提案力
営業力・マーケティング力
生産技術・生産管理能力
技術力・製品開発力

製品・サービスの独自性

製造業

非製造業

18.418.4
24.824.8

21.921.9
23.323.3

5.85.8
24.824.8

9.49.4
15.915.9

8.48.4
6.46.4

11.511.5
39.839.8

28.228.2
29.329.3

12.712.7
12.012.0

18.418.4
12.812.8

17.617.6
8.38.3

12.412.4

19.219.2
27.427.4

31.131.1

　表９：経営上の強み （％）
製
品
・
サ
ー
ビ

ス
の
独
自
性

技
術
力
・
製
品

開
発
力

生
産
技
術
・
生

産
管
理
能
力

営
業
力
・
マ
ー

ケ
テ
ィ
ン
グ
力

製
品
・
サ
ー
ビ

ス
の
企
画
力
・

提
案
力

製
品
の
品
質
・

精
度
の
高
さ

顧
客
へ
の
納

品
・
サ
ー
ビ
ス

の
速
さ

企
業
・
製
品
の

ブ
ラ
ン
ド
力

財
務
体
質
の
強

さ
・
資
金
調
達

力 優
秀
な
仕
入

先
・
外
注
先

商
品
・
サ
ー
ビ

ス
の
質
の
高
さ

組
織
の
機
動

力
・
柔
軟
性

全国 21.8 22.9 15.1 10.8 8.7 25.2 28.7 10.4 15.2 14.8 19.7 23.6
新潟県　計 21.2 22.5 14.0 13.1 7.5 23.8 28.7 12.4 16.0 13.5 23.0 23.8

製
造
業

製造業　計 24.8 23.3 24.8 9.4 6.4 39.8 29.3 12.0 12.8 8.3 12.4 19.2
　食料品 42.9 18.4 6.1 4.1 2.0 32.7 24.5 24.5 10.2 4.1 20.4 20.4
　繊維工業 25.0 40.6 15.6 12.5 12.5 31.3 12.5 18.8 15.6 6.3 12.5 9.4
　木材・木製品 27.3 9.1 40.9 4.5 4.5 31.8 27.3 18.2 18.2 9.1 18.2 27.3
　印刷・同関連 13.6 13.6 9.1 27.3 22.7 40.9 40.9 4.5 9.1 13.6 22.7 18.2
　窯業・土石 12.9 16.1 45.2 9.7 3.2 61.3 25.8 9.7 12.9 6.5 12.9 19.4
　化学工業 - - - - - - - - - - - -
　金属、同製品 24.7 29.9 27.3 7.8 6.5 44.2 35.1 6.5 11.7 11.7 1.3 23.4
　機械器具 21.7 21.7 43.5 8.7 - 39.1 30.4 4.3 8.7 4.3 17.4 17.4
　その他 - 20.0 20.0 10.0 - 20.0 50.0 - 30.0 10.0 10.0 -

非
製
造
業

非製造業　計 18.4 21.9 5.8 15.9 8.4 11.5 28.2 12.7 18.4 17.6 31.1 27.4
　情報通信業 - - 100.0 - - - - - - - - -
　運輸業 15.4 7.7 3.8 3.8 3.8 3.8 30.8 15.4 34.6 11.5 38.5 42.3
　建設業 6.9 38.2 12.7 10.8 5.9 18.6 18.6 3.9 23.5 21.6 18.6 37.3
　卸売業 22.9 7.1 - 21.4 14.3 14.3 42.9 20.0 22.9 24.3 24.3 17.1
　小売業 18.5 7.7 - 21.5 3.1 7.7 35.4 16.9 7.7 21.5 49.2 13.8
　サービス業 30.1 30.1 6.0 16.9 12.0 6.0 21.7 13.3 12.0 6.0 36.1 30.1

規
模
別

1 ～ 9人 19.7 24.4 7.8 9.8 6.7 17.6 33.7 9.3 6.7 13.0 34.7 27.5
10 ～ 29人 21.4 20.4 17.9 15.8 6.6 27.6 26.5 11.2 14.3 17.9 17.9 17.9
30 ～ 99人 19.6 24.5 16.8 14.1 8.2 26.1 28.8 16.3 25.0 10.3 17.4 25.5
100 ～ 300人 35.0 15.0 12.5 10.0 12.5 25.0 15.0 15.0 27.5 10.0 17.5 27.5
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第１節　従業員の労働環境に関する事項

１．従業員の労働時間
　グラフ５を見ると、新潟県全体では「４０時間」とする回答が４２．８％と最も多く、全国の４８．９％を６．
１ポイント下回った。次いで「３８時間超４０時間未満」が３２．９％、「３８時間以下」が１３．９％、「４０
時間超４４時間以下」が１０．４％の順となった。業種ごとに見ると、製造業で「４０時間」とする回答が
４６．７％、非製造業で「４０時間」とする回答が３９．８％と両業種とも最も多い結果となった。

　表１０：週所定労働時間について （％）

38時間以下 38時間超
40時間未満 40時間 40時間超

44時間以下
全国 12.3 25.8 48.9 13.0

新潟県　計 13.9 32.9 42.8 10.4

製
造
業

製造業　計 12.1 35.7 46.7 5.5
　食料品 13.5 38.5 44.2 3.8
　繊維工業 12.1 48.5 33.3 6.1
　木材・木製品 4.5 31.8 45.5 18.2
　印刷・同関連 27.3 18.2 50.0 4.5
　窯業・土石 9.4 50.0 40.6 -
　化学工業 - - - -
　金属、同製品 6.7 34.7 52.0 6.7
　機械器具 24.0 28.0 48.0 -
　その他 9.1 9.1 72.7 9.1

非
製
造
業

非製造業　計 15.3 30.7 39.8 14.2
　情報通信業 - 100.0 - -
　運輸業 6.7 30.0 53.3 10.0
　建設業 11.7 38.8 36.9 12.6
　卸売業 15.3 30.6 45.8 8.3
　小売業 19.7 31.1 26.2 23.0
　サービス業 20.0 20.0 43.5 16.5

規
模
別

1 ～ 9人 15.5 30.1 33.2 21.2
10 ～ 29人 13.6 35.4 43.9 7.1
30 ～ 99人 13.1 35.1 46.6 5.2
100 ～ 300人 11.9 23.8 64.3 -

　グラフ５：週所定労働時間について （％）

非製造業

製造業

新潟県

全国

0% 20% 40% 60% 80% 100%

38時間以下

38時間超40時間未満

40時間

40時間超44時間以下

12.312.3 25.825.8 48.948.9 13.013.0

13.913.9 32.932.9 42.842.8 10.410.4

15.315.3 30.730.7 39.839.8 14.214.2

12.112.1 35.735.7 46.746.7 5.55.5
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２．月平均残業時間
　表１１を見ると新潟県では平均残業時間は９．６１時間であった。業種別にみると製造業では「印刷・
同関連」が１６．５２時間と最も多く、非製造業では「運輸業」が２６．１３時間とそれぞれ最も多くなっ
ている。時間区分別にみると「１０時間未満」が最も多く３２．３％、次いで「０時間」が２７．０％、「１０
～２０時間未満」が２２．５％と続いている。

　表１１：月平均残業時間について （％）

0時間 10時間
未満

10～20時間
未満

20～30時間
未満

30～50時間
未満

50時間
以上

平均
（時間）

全国 27.7 26.5 20.9 13.0 9.6 2.2 11.52
新潟県 27.0 32.3 22.5 11.6 5.1 1.6 9.61

製
造
業

製造業　計 19.9 30.8 27.9 13.4 6.2 1.8 10.99
　食料品 29.4 39.2 21.6 5.9 2.0 2.0 7.90
　繊維工業 45.5 21.2 27.3 - 6.1 - 6.00
　木材・木製品 22.7 36.4 18.2 18.2 4.5 - 9.64
　印刷・同関連 4.0 20.0 40.0 24.0 4.0 8.0 16.52
　窯業・土石 3.1 25.0 46.9 18.8 6.3 - 14.56
　化学工業 - - - - - - -
　金属、同製品 16.5 29.1 24.1 16.5 11.4 2.5 13.06
　機械器具 4.3 47.8 30.4 13.0 4.3 - 9.96
　その他 36.4 27.3 18.2 18.2 - - 7.36

非
製
造
業

非製造業　計 32.6 33.4 18.2 10.1 4.3 1.4 8.51
　情報通信業 - - 100.0 - - - 14.00
　運輸業 3.3 10.0 20.0 36.7 16.7 13.3 26.13
　建設業 22.2 38.4 24.2 11.1 3.0 1.0 9.13
　卸売業 38.9 37.5 13.9 6.9 2.8 - 5.67
　小売業 65.6 23.0 4.9 3.3 3.3 - 3.15
　サービス業 26.2 40.5 22.6 7.1 3.6 - 7.75

規
模
別

1 ～ 9人 53.4 24.6 11.0 6.8 4.2 - 5.09
10 ～ 29人 23.3 37.1 26.2 8.4 4.0 1.0 8.95
30 ～ 99人 9.6 35.8 26.7 19.8 4.8 3.2 13.00
100 ～ 300人 2.3 27.9 37.2 11.6 16.3 4.7 18.05

　グラフ６：月平均残業時間について （％）

非製造業

製造業

新潟県

全国

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0時間

10時間未満

10～20時間未満

20～30時間未満

30～50時間未満

50時間以上

27.727.7 26.526.5 20.920.9 13.013.0 9.69.6 2.22.2

27.027.0 32.332.3 22.522.5 11.611.6 5.15.1 1.61.6

19.919.9 30.830.8 27.927.9 13.413.4 6.26.2 1.81.8

32.632.6 33.433.4 18.218.2 10.110.1 4.34.3 1.41.4
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３．年次有給休暇の平均付与・取得日数
　表１２を見ると新潟県での年次有給休暇付与日数の平均は１６．４０日であり、全国平均よりは０．８０
日多い。また取得日数に関しては６．７０日と全国平均より０．５２日少ない結果となっている。平均取得
率では４３．０６％と５．７６ポイント少ない結果となった。
　また、規模別に見ると、平均付与日数は「１００～３００人」が１７．２３日と最も多く、平均取得日
数は「１～９人」が７．１０日、平均取得率は５１．５０％と最も高い結果となっている。

　表１２：年次休暇について

平均付与日数（日） 平均取得日数（日） 平均取得率（％）

全国 15.60 7.22 48.82

新潟県　計 16.40 6.70 43.06

製
造
業

製造業　計 16.61 7.03 44.62

　食料品 16.71 7.24 43.78

　繊維工業 15.64 4.07 33.38

　木材・木製品 15.45 6.64 46.01

　印刷・同関連 18.79 6.46 34.71

　窯業・土石 18.59 8.56 48.81

　化学工業 - - -

　金属、同製品 15.82 7.17 46.56

　機械器具 17.05 10.10 60.18

　その他 14.44 4.00 39.67

非
製
造
業

非製造業　計 16.22 6.42 41.70

　情報通信業 13.00 1.00 7.69

　運輸業 18.07 5.43 30.87

　建設業 16.88 7.58 45.88

　卸売業 15.87 5.18 35.23

　小売業 15.17 7.15 49.00

　サービス業 15.63 6.13 42.74

規
模
別

1 ～ 9人 14.56 7.10 51.50

10 ～ 29人 17.10 6.59 39.82

30 ～ 99人 16.83 6.59 41.47

100 ～ 300人 17.23 6.44 37.68
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第２節　新規学卒者の採用に関する事項

１．新規学卒者の採用充足状況について
　平成２６年３月における新規学卒者（第２新卒者、中途採用を除く）の採用予定人数に対する実際の
採用人数の充足率（全体）は「高校卒」９１．５％（技術系９０．５％、事務系１００％）、「専門学校卒」
９３．０％（技術系９１．５％、事務系１００％）、「短大卒（含高専）」１００％（技術系１００％、事務
系１００％）、「大学卒」９２．９％（技術系９０．２％、事務系９４．７％）であった。

　表１３：高校卒の採用充足率について

高校卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H26全国 1,982 4,759 4,357 91.6 2.20 1,693 3,915 3,577 91.4 2.11 431 844 780 92.4 1.81
H22新潟県 36 88 82 93.2 2.28 32 79 74 93.7 2.31 7 9 8 88.9 1.14
H23新潟県 54 141 132 93.6 2.44 47 117 109 93.2 2.32 11 24 23 95.8 2.09
H24新潟県 56 137 129 94.2 2.30 49 125 117 93.6 2.39 8 12 12 100.0 1.50
H25新潟県 65 184 167 90.8 2.57 63 161 147 91.3 2.33 7 23 20 87.0 2.86
H26新潟県 68 165 151 91.5 2.22 65 147 133 90.5 2.05 12 18 18 100.0 1.50

製造業 38 98 90 91.8 2.37 36 87 79 90.8 2.19 7 11 11 100.0 1.57
非製造業 30 67 61 91.0 2.03 29 60 54 90.0 1.86 5 7 7 100.0 1.40

　高校卒について新潟県全体でみると、充足率は９１．５％で対前年比０．７ポイント増。全国平均の
９１．６％より０．１ポイント下回っている。業種別においては製造業９１．８％、非製造業９１．０％であ
り、製造業が０．８ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数をみると、新潟県全体では採用
計画人数１６５人（対前年比１９人減）、採用実績人数１５１人（対前年度１６人減）と昨年度に比べ採
用計画人数及び採用実績人数ともに減少している。技術系、事務系別に採用実績人数をみると、技術系
１３３人（対前年比１４人減）、事務系１８人（対前年比５人減）となっている。

　表１４：専門学校卒の採用充足率について

専門学校卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H26全国 687 1,184 1,097 92.7 1.60 585 999 918 91.9 1.57 127 185 179 96.8 1.41
H22新潟県 36 64 62 96.9 1.72 33 60 58 96.7 1.76 4 4 4 100.0 1.00
H23新潟県 32 58 55 94.8 1.72 27 48 47 97.9 1.74 7 10 8 80.0 1.14
H24新潟県 43 74 67 90.5 1.56 35 63 56 88.9 1.60 8 11 11 100.0 1.38
H25新潟県 39 67 61 91.0 1.56 33 58 52 89.7 1.58 8 9 9 100.0 1.13
H26新潟県 29 57 53 93.0 1.83 24 47 43 91.5 1.79 8 10 10 100.0 1.25

製造業 11 24 24 100.0 2.18 8 19 19 100.0 2.38 4 5 5 100.0 1.25
非製造業 18 33 29 87.9 1.61 16 28 24 85.7 1.50 4 5 5 100.0 1.25

　専門学校卒について新潟県全体でみると、充足率は９３．０％で対前年比２．０ポイント増。全国平均の
９２．７％より０．３ポイント上回っている。業種別においては製造業１００．０％、非製造業８７．９％で
あり、製造業が１２．１ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数をみると、新潟県全体では
採用計画人数５７人（対前年比１０人減）、採用実績人数５３人（対前年比８人減）と前年に比べ採用計
画人数及び採用実績人数ともに減少している。技術系、事務系別に採用実績人数をみると、技術系４３人

（対前年比９人減）、事務系１０人（対前年比１人増）となっている。
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　表１５：短大卒（含高専）の採用充足率について

短大卒（含高専）

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H26全国 316 456 420 92.1 1.33 190 274 251 91.6 1.32 135 182 169 92.9 1.25
H22新潟県 12 27 25 92.6 2.08 9 24 22 91.7 2.44 3 3 3 100.0 1.00
H23新潟県 8 12 10 83.3 1.25 4 7 5 71.4 1.25 5 5 5 100.0 1.00 
H24新潟県 12 21 21 100.0 1.75 12 20 20 100.0 1.67 1 1 1 100.0 1.00 
H25新潟県 5 10 10 100.0 2.00 4 9 9 100.0 2.25 1 1 1 100.0 1.00
H26新潟県 7 12 12 100.0 1.71 7 7 7 100.0 1.00 2 5 5 100.0 2.50

製造業 5 10 10 100.0 2.00 5 5 5 100.0 1.00 2 5 5 100.0 2.50
非製造業 2 2 2 100.0 1.00 2 2 2 100.0 1.00 - - - - -

　短大卒について新潟県全体でみると、充足率は１００％で対前年比変化はなかった。全国平均の
９２．１％より７．９ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数をみると、新潟県全体では採用
計画人数１２人（対前年比２人増）、採用実績人数１２人（対前年比２人増）と前年に比べ採用計画人数
及び採用実績人数ともに増加している。技術系、事務系別に採用実績人数をみると、技術系７人（対前年
比２人減）、事務系５人（対前年比４人増）となっている。

　表１６：大学卒の採用充足率について

大学卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H26全国 1,357 3,304 2,980 90.2 2.20 854 1,771 1,561 88.1 1.83 684 1,533 1,419 92.6 2.07
H22新潟県 42 84 72 85.7 1.71 20 35 30 85.7 1.50 27 49 42 85.7 1.56
H23新潟県 41 80 74 92.5 1.80 24 47 44 93.6 1.83 21 33 30 90.9 1.43
H24新潟県 40 89 85 95.5 2.13 24 47 43 91.5 1.79 21 42 42 100.0 2.00
H25新潟県 41 98 91 92.9 2.22 25 55 48 87.3 1.92 20 43 43 100.0 2.15
H26新潟県 43 98 91 92.9 2.12 24 41 37 90.2 1.54 25 57 54 94.7 2.16

製造業 23 53 49 92.5 2.13 13 22 21 95.5 1.62 13 31 28 90.3 2.15
非製造業 20 45 42 93.3 2.10 11 19 16 84.2 1.45 12 26 26 100.0 2.17

　大学卒について新潟県全体でみると、充足率は９２．９％で対前年比増減なし。全国平均の９０．２％よ
り２．７ポイント上回っている。業種別においては製造業９２．５％、非製造業９３．３％であり、非製造
業が０．８ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数をみると、新潟県全体では採用計画人数
９８人（対前年比増減なし）、採用実績人数９１人（対前年比増減なし）と前年に比べ採用計画人数、採
用実績人数と共に増減なし。技術系、事務系別に採用実績人数をみると、技術系３７人（対前年比１１人
減）、事務系５４人（対前年比１１人増）となっている。
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２．新規学卒者の初任給について
　新規学卒者の初任給について、新潟県では対前年比「大学卒（事務系）」のみが減少、その他は全て増
加となっている。

　表１７：新規学卒者の初任給について （加重平均：円）
高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系
H26全　国 158,468 151,799 168,759 162,517 171,314 168,637 194,585 190,289
H22新潟県 153,299 153,286 155,650 154,013 164,678 154,533 184,483 184,850
H23新潟県 153,529 149,044 164,239 163,813 164,400 154,825 187,620 187,893
H24新潟県 156,310 145,784 157,531 164,800 166,370 162,000 189,707 188,151
H25新潟県 154,376 150,589 158,409 155,050 162,500 160,000 190,126 190,755
H26新潟県 156,982 162,877 162,460 167,000 165,767 187,360 193,318 189,560

製造業 156,978 169,181 159,368 171,200 173,640 187,360 192,384 191,023
非製造業 156,987 152,971 164,908 162,800 146,084 - 194,544 187,985

【高校卒】
　新潟県全体の技術系は１５６，９８２円で対前年比２，６０６円増加、事務系は１６２, ８７７円で
対前年比１２, ２８８円増加となった。
　全国平均と比較すると技術系は１, ４８６円低く、事務系は１１, ０７８円高かった。

【専門学校卒】
　新潟県全体の技術系は１６２, ４６０円で対前年比４, ０５１円増加、事務系は１６７, ０００円で
対前年比１１，９５０円増加となった。
　全国平均と比較すると技術系は６, ２９９円低く、事務系は４, ４８３円高かった。

【短大卒（含高専）】
　新潟県全体の技術系は１６５, ７６７円で対前年比３, ２６７円増加、事務系は１８７, ３６０円で
対前年比２７，３６０円増加となった。
　全国平均と比較すると技術系は５, ５４７円低く、事務系は１８, ７２３円高かった。

【大学卒】
　新潟県全体の技術系は１９３，３１８円で対前年比３, １９２円増加、事務系は１８９，５６０円で
対前年比１，１９５円減少となった。
　全国平均と比較すると技術系は１, ２６７円、事務系は７２９円低かった。

単純平均=

※昇給額
各事業所ごとの総和

事業所数
加重平均=

（各事業所の昇給額×対象人数）の総和
常用労働者の総和
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３．新規学卒者の採用について
　表１８を見ると新規学卒者の採用について、新潟県では採用予定が「ある」と回答した企業は
２３．３％、「ない」と回答した企業は５８．３％、「未定」と回答した企業は１８．４％となった。業種別
に見ると、「ある」と最も多く回答した業種は「印刷・同関連」で５０. ０％となった。また、規模別に見
ると「１００～３００人」の規模が６０．５％と最も高い結果となった。

　表１８：新規学卒者の採用について （％）

事業
所数

（社）
ある

事業所数 平均採用人数計画
ない 未定

高校卒 専門
学校卒

短大卒
（含高専） 大学卒 高校卒 専門

学校卒
短大卒

（含高専） 大学卒

全国 19,176 21.4 2,642 1,057 488 1,828 2.29 1.63 1.44 2.23 60.2 18.3
新潟県 635 23.3 94 52 15 64 2.14 1.75 1.27 1.77 58.3 18.4

製
造
業

製造業　計 278 25.5 49 23 5 34 2.06 1.74 1.40 1.94 53.6 20.9
　食料品 52 17.3 7 3 - 3 1.86 2.00 - 1.67 55.8 26.9
　繊維工業 33 21.2 5 4 - 1 2.80 2.50 - 1.00 60.6 18.2
　木材・木製品 22 22.7 3 2 - 2 1.67 1.00 - 2.00 59.1 18.2
　印刷・同関連 24 50.0 8 3 - 10 2.00 2.00 - 2.60 41.7 8.3
　窯業・土石 32 15.6 3 2 - 2 2.00 1.50 - 2.00 65.6 18.8
　化学工業 - - - - - - - - - - - -
　金属、同製品 79 32.9 19 5 2 13 2.00 1.40 1.50 1.62 44.3 22.8
　機械器具 25 28.0 4 4 3 3 2.25 1.50 1.33 1.67 44.0 28.0
　その他 11 - - - - - - - - - 90.9 9.1

非
製
造
業

非製造業　計 357 21.6 45 29 10 30 2.22 1.76 1.20 1.57 61.9 16.5
　情報通信業 1 - - - - - - - - - - -
　運輸業 29 10.3 2 - 1 - 3.50 - 1.00 - 58.6 31.0
　建設業 101 34.7 29 15 8 13 2.10 1.33 1.13 1.46 45.5 19.8
　卸売業 73 20.5 4 2 1 12 2.25 2.50 2.00 1.83 65.8 13.7
　小売業 68 1.5 - 1 - - - 1.00 - - 86.8 11.8
　サービス業 85 27.1 10 11 - 5 2.30 2.27 - 1.20 58.8 14.1

規
模
別

1 ～ 9人 199 4.0 4 3 - 1 1.25 1.33 - 1.00 82.9 13.1
10 ～ 29人 204 14.2 15 12 1 8 1.73 1.25 1.00 1.38 67.2 18.6
30 ～ 99人 189 45.0 58 29 10 39 2.26 1.83 1.30 1.64 32.3 22.8
100 ～ 300人 43 60.5 17 8 4 16 2.29 2.38 1.25 2.31 16.3 23.3



第２章従業員の労働状況に関する事項

― 　―23

第３節　女性の管理職に関する事項

１．女性の管理職について
　表１９を見ると女性管理者の登用については新潟県で「登用している」が３３．２％と全国平均の
３２．２％よりも１．００ポイント多い結果となった。業種別に見ると、製造業では「印刷・同関連」が
４４．０％、非製造業では「卸売業」が４３．８％と最も高い結果となった。
　規模別に見ると「１００～３００人」が３９．５％と最も高い結果となった。
　また、登用されている管理職について、グラフ８を見ると、新潟県では「役員」が６３．０％と最も多
い結果となった。

　表１９：女性の登用について （％）

いる
登用されている女性管理職

役員 部長級 課長級 その他
全国 32.2 63.9 11.8 28.1 12.6

新潟県 33.2 63.0 10.6 29.3 10.6

製
造
業

製造業　計 31.0 56.5 12.9 36.5 10.6
　食料品 43.1 59.1 9.1 36.4 13.6
　繊維工業 36.7 45.5 45.5 36.4 -
　木材・木製品 31.8 57.1 - 42.9 -
　印刷・同関連 44.0 54.5 18.2 54.5 9.1
　窯業・土石 6.3 50.0 - 50.0 -
　化学工業 - - - - -
　金属、同製品 32.1 60.0 8.0 28.0 16.0
　機械器具 20.0 60.0 - 20.0 20.0
　その他 18.2 50.0 - 50.0 -

非
製
造
業

非製造業　計 34.9 67.5 8.9 24.4 10.6
　情報通信業 - - - - -
　運輸業 17.9 20.0 - 80.0 20.0
　建設業 31.4 65.6 9.4 25.0 6.3
　卸売業 43.8 62.5 9.4 31.3 12.5
　小売業 30.9 90.5 9.5 4.8 -
　サービス業 41.0 66.7 9.1 21.2 18.2

規
模
別

1 ～ 9人 27.3 92.5 3.8 3.8 1.9
10 ～ 29人 33.8 71.0 13.0 21.7 4.3
30 ～ 99人 37.2 40.6 10.1 47.8 21.7
100 ～ 300人 39.5 29.4 23.5 64.7 17.6

　グラフ７：女性登用の割合（新潟県） （％） グラフ８：女性登用の役職について （％）

登用している

登用していない

33.233.2

66.266.2
役員

部長級

課長級

その他

新潟県

全国

10.610.6
12.612.6

29.329.3
28.128.1

10.610.6
11.811.8

63.063.0
63.963.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0
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第４節　非正規雇用労働者に関する事項

１．非正規雇用労働者について
　グラフ９を見ると新潟県では「増加している」が１３．３％、「減少している」が８．２％、「変わらない」
が７８．５％という結果になった。グラフ１０を見ると、「増加している」の回答の中で最も多かった形態
は「パートタイマー」で５２．８％という結果となった。全国と比較しても目立った違いは見られなかった。
　また、雇用している要因として、右ページのグラフ１１を見ると新潟県では「労働コスト削減のため」
が３６．９％、次いで「定年後の継続雇用制度を導入しているため」が３４．２％という結果になった。

　表２０：非正規雇用労働者について （％）

増加
している

減少
している 変わらない

増加している形態について
パート

タイマー
派遣

労働者
嘱託・

契約社員 その他

全国 12.5 9.7 77.8 54.6 21.2 33.0 5.6
新潟県 13.3 8.2 78.5 52.8 19.4 40.3 4.2

製
造
業

製造業　計 16.1 10.2 73.6 50.0 27.5 45.0 2.5
　食料品 16.7 10.4 72.9 75.0 - 37.5 -
　繊維工業 10.0 13.3 76.7 - - 100.0 -
　木材・木製品 15.0 5.0 80.0 33.3 - 33.3 33.3
　印刷・同関連 26.1 26.1 47.8 50.0 66.7 50.0 -
　窯業・土石 20.0 3.3 76.7 33.3 16.7 83.3 -
　化学工業 - - - - - - -
　金属、同製品 12.7 9.9 77.5 44.4 44.4 22.2 -
　機械器具 22.7 9.1 68.2 60.0 40.0 40.0 -
　その他 10.0 - 90.0 100.0 - - -

非
製
造
業

非製造業　計 10.8 6.4 82.7 56.3 9.4 34.4 6.3
　情報通信業 - - 100.0 - - - -
　運輸業 15.4 11.5 73.1 25.0 - 75.0 -
　建設業 11.0 6.1 82.9 33.3 11.1 66.7 -
　卸売業 10.9 10.9 78.1 71.4 28.6 14.3 -
　小売業 7.7 3.8 88.5 100.0 - - -
　サービス業 11.4 2.9 85.7 62.5 - 12.5 25.0

規
模
別

1 ～ 9人 3.3 4.6 92.1 60.0 - 40.0 -
10 ～ 29人 13.8 9.4 76.8 70.8 20.8 25.0 -
30 ～ 99人 18.3 8.6 73.1 40.6 25.0 50.0 6.3
100 ～ 300人 26.8 14.6 58.5 45.5 9.1 45.5 9.1

　グラフ９：非正規労働者の推移 （％） グラフ１０：雇用形態について （％）

増加している

減少している

変わらない

13.313.3
8.28.2

78.578.5
パートタイマー

派遣労働者

嘱託・契約社員

その他

新潟県

全国

4.24.2
5.65.6

40.340.3
33.033.0

19.419.4
21.221.2

52.852.8
54.654.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0



第２章従業員の労働状況に関する事項

― 　―25

　表２１：非正規雇用労働者の雇用要因について （％）
臨
時
的
・
一
時
的
業

務
が
増
加
し
た
た
め

労
働
コ
ス
ト
削
減
の

た
め

即
戦
力
の
人
材
確
保

に
な
る
た
め

正
社
員
の
負
担
を
減

ら
す
必
要
が
あ
っ
た

た
め

正
社
員
を
雇
用
で
き

な
い
た
め

労
働
者
が
柔
軟
な
雇

用
形
態
を
求
め
る
た

め 業
務
の
マ
ニ
ュ
ア
ル

化
が
進
ん
だ
た
め

正
社
員
採
用
し
て
も

育
成
の
コ
ス
ト
が
か

け
ら
れ
な
い
た
め

定
年
後
の
継
続
雇
用

制
度
を
導
入
し
て
い

る
た
め

そ
の
他

全国 28.1 35.0 21.2 18.0 12.5 20.7 1.5 3.5 28.8 6.7
新潟県　計 31.1 36.9 18.1 18.3 13.1 21.4 0.8 5.0 34.2 6.9

製
造
業

製造業　計 34.9 36.0 18.3 15.4 10.9 22.3 1.1 6.3 34.3 8.6
　食料品 41.2 50.0 2.9 17.6 20.6 14.7 - 2.9 26.5 5.9
　繊維工業 11.5 23.1 11.5 7.7 3.8 23.1 - 15.4 46.2 7.7
　木材・木製品 45.5 18.2 18.2 9.1 - 36.4 - 9.1 9.1 -
　印刷・同関連 25.0 40.0 10.0 30.0 10.0 25.0 5.0 - 50.0 15.0
　窯業・土石 52.2 43.5 56.5 8.7 21.7 13.0 - 4.3 30.4 8.7
　化学工業 - - - - - - - - - -
　金属、同製品 38.1 26.2 19.0 16.7 2.4 16.7 2.4 4.8 38.1 11.9
　機械器具 46.2 46.2 23.1 15.4 15.4 38.5 - 15.4 23.1 7.7
　その他 - 50.0 - 16.7 16.7 66.7 - - 33.3 -

非
製
造
業

非製造業　計 27.6 37.8 17.8 21.1 15.1 20.5 0.5 3.8 34.1 5.4
　情報通信業 - - - - - 100.0 - - - -
　運輸業 37.5 37.5 16.7 8.3 12.5 12.5 - 4.2 62.5 -
　建設業 33.3 14.3 21.4 21.4 7.1 19.0 - 2.4 35.7 11.9
　卸売業 16.3 48.8 9.3 18.6 20.9 16.3 - 9.3 25.6 4.7
　小売業 13.8 41.4 13.8 24.1 20.7 34.5 - - 24.1 10.3
　サービス業 37.0 47.8 26.1 28.3 15.2 19.6 2.2 2.2 32.6 -

規
模
別

1 ～ 9人 22.8 38.0 6.3 17.7 27.8 25.3 - 6.3 16.5 8.9
10 ～ 29人 29.1 41.9 21.4 16.2 8.5 19.7 0.9 5.1 32.5 6.0
30 ～ 99人 32.3 29.2 20.0 21.5 9.2 22.3 0.8 5.4 40.0 8.5
100 ～ 300人 52.9 47.1 26.5 14.7 8.8 14.7 2.9 - 58.8 -

　グラフ１１：非正規雇用労働者の雇用要因について （％）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

臨時的・一時的業務が増加したため

労働コスト削減のため

即戦力の人材確保になるため

正社員の負担を減らす必要があったため

正社員を雇用できないため

労働者が柔軟な雇用形態を求めるため

業務のマニュアル化が進んだため

正社員採用しても育成のコストがかけられないため

定年後の継続雇用制度を導入しているため

その他

新潟県

全国

6.96.9
6.76.7

0.80.8
3.53.5
5.05.0

1.51.5

20.720.7

12.512.5

18.018.0

21.221.2

35.035.0

21.421.4

13.113.1

18.318.3

18.118.1

36.936.9

31.131.1
28.128.1

34.234.2
28.828.8
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２．非正規雇用労働者から正規雇用への転換について
　表２２を見ると、新潟県では「転換したことがある」が１９．０％という回答となった。業種別に最も
多かった業種を見ると、製造業では「印刷・同関連」が５０．０％、非製造業では「運輸業」が２５．９％
という結果となった。メリットとしてはグラフ１２を見ると新潟県、全国いずれも「長期勤続定着が期待
できる」という回答が８０％以上となり最も多かった。また、反対のデメリットとしてはグラフ１３を見
ると新潟県では「課題は特にない」が４２．１％、「正社員との仕事や労働条件のバランスの図り方」が
２７．４％と高い結果となった。

　表２２：非正規雇用労働者から正規雇用への転換について （％）
転
換
し
た
こ
と
が
あ
る

正規雇用に転換するメリット 正規雇用に転換するデメリット
長
期
勤
続
定
着
が
期
待

で
き
る

非
正
規
雇
用
労
働
者
の

雇
用
に
対
す
る
不
安
感

を
払
拭
で
き
る

要
員
を
安
定
的
に
確
保

で
き
る
よ
う
に
な
る

技
能
の
蓄
積
や
ノ
ウ
ハ

ウ
の
伝
承
が
図
ら
れ
る

よ
う
に
な
る

人
間
関
係
が
良
好
に
な

り
、
一
体
感
が
醸
成
さ

れ
る

教
育
訓
練
が
行
い
や
す

く
な
る

既
存
の
正
社
員
を
よ
り

高
度
な
仕
事
に
専
念
さ

せ
ら
れ
る

そ
の
他

既
存
の
正
社
員
と
の
雇

用
調
整
が
必
要
に
な
っ

た
場
合
の
対
処

正
社
員
と
の
仕
事
や
労

働
条
件
の
バ
ラ
ン
ス
の

図
り
方

業
務
量
の
変
動
に
伴
う

労
働
条
件
の
調
整

新
卒
採
用
に
対
す
る
影

響 モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
維

持
す
る
た
め
の
方
法

労
働
組
合
と
の
協
議
、

調
整

課
題
は
特
に
な
い

そ
の
他

全国 20.1 80.7 35.1 31.4 26.8 19.2 12.8 12.9 2.0 19.1 32.4 22.2 6.0 18.5 0.7 34.6 2.8
新潟県 19.0 87.5 35.4 37.5 31.3 21.9 14.6 10.4 2.1 12.6 27.4 16.8 5.3 17.9 - 42.1 1.1

製
造
業

製造業　計 24.3 83.6 32.7 36.4 41.8 20.0 16.4 9.1 - 14.3 32.1 10.7 5.4 16.1 - 42.9 1.8
　食料品 29.2 85.7 28.6 35.7 50.0 14.3 7.1 21.4 - 23.1 53.8 7.7 - 23.1 - 23.1 -
　繊維工業 10.0 66.7 66.7 - 66.7 - - - - - 33.3 33.3 - - - 66.7 -
　木材・木製品 20.0 66.7 - 33.3 - - - - - - 33.3 - - - - 66.7 -
　印刷・同関連 50.0 81.8 27.3 45.5 45.5 36.4 9.1 9.1 - - 18.2 - - - - 81.8 -
　窯業・土石 20.0 80.0 - 20.0 60.0 40.0 60.0 20.0 - - 16.7 - 16.7 16.7 - 66.7 -
　化学工業 - - - - - - - - - - - - - - - - -
　金属、同製品 25.0 87.5 50.0 50.0 31.3 18.8 18.8 - - 20.0 33.3 26.7 13.3 20.0 - 26.7 -
　機械器具 25.0 100.0 33.3 - 33.3 - 33.3 - - 40.0 20.0 - - 40.0 - - 20.0
　その他 - - - - - - - - - - - - - - - - -

非
製
造
業

非製造業　計 14.5 92.7 39.0 39.0 17.1 24.4 12.2 12.2 4.9 10.3 20.5 25.6 5.1 20.5 - 41.0 -
　情報通信業 - - - - - - - - - - - - - - - - -
　運輸業 25.9 100.0 71.4 28.6 14.3 28.6 14.3 - - 14.3 28.6 - 14.3 14.3 - 42.9 -
　建設業 5.4 100.0 - 50.0 - 25.0 - - - 66.7 - 66.7 - 33.3 - - -
　卸売業 20.3 100.0 53.8 38.5 15.4 38.5 15.4 23.1 7.7 8.3 25.0 16.7 8.3 16.7 - 50.0 -
　小売業 4.0 100.0 50.0 - - 50.0 50.0 50.0 - - - 50.0 - 50.0 - 50.0 -
　サービス業 22.4 80.0 20.0 46.7 26.7 6.7 6.7 6.7 6.7 - 20.0 33.3 - 20.0 - 40.0 -

規
模
別

1 ～ 9人 8.8 84.6 30.8 23.1 38.5 7.7 23.1 15.4 - 8.3 8.3 8.3 - 8.3 - 75.0 -
10 ～ 29人 9.8 78.6 28.6 21.4 28.6 42.9 14.3 21.4 - 6.3 25.0 12.5 - 18.8 - 43.8 6.3
30 ～ 99人 29.7 91.7 33.3 52.1 22.9 20.8 12.5 10.4 2.1 14.9 36.2 25.5 6.4 17.0 - 36.2 -
100 ～ 300人 52.5 85.7 47.6 23.8 47.6 19.0 14.3 - 4.8 15.0 20.0 5.0 10.0 25.0 - 35.0 -

　グラフ１２：正規雇用に転換するメリット （％） グラフ１３：正規雇用に転換するデメリット （％）

新潟県

2.12.1
2.02.0
10.410.4
12.912.9
14.614.6
12.812.8

21.921.9
19.219.2

31.331.3
26.826.8

37.537.5
31.431.4
35.435.4
35.135.1

87.587.5
80.780.7

全国

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
長期勤続定着が期待できる

非正規雇用労働者の雇用に対する不安感を払拭できる

要員を安定的に確保できるようになる

技能の蓄積やノウハウの伝承が図られるようになる

人間関係が良好になり、一体感が醸成される

教育訓練が行いやすくなる

既存の正社員をより高度な仕事に専念させられる

その他

新潟県

1.11.1
2.82.8

42.142.1
34.634.6

0.00.0
0.70.7

17.917.9
18.518.5

5.35.3
6.06.0

16.816.8
22.222.2

27.427.4
32.432.4

12.612.6
19.119.1

全国

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

既存の正社員との雇用調整が必要になった場合の対処

正社員との仕事や労働条件のバランスの図り方

業務量の変動に伴う労働条件の調整

新卒採用に対する影響

モチベーションを維持するための方法

労働組合との協議、調整

課題は特にない

その他
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第５節　賃金の改定に関する事項

１．賃金改定の実施状況
　グラフ１４を見ると、新潟県全体において「引上げた」という回答が最も多く４８．８％、次いで「今
年は実施しない（凍結）」２３．６％、「未定」１８．９％という結果となった。
　また、業種別に分類したグラフ１５を見ると、「改定後の賃金」で最も高かった業種は２７２，１１２円
の「建設業」であった。「昇給率」は製造業では１．５８％、非製造業では１．９１％という結果となった。

　表２３：賃金改定の実施について

引き
上げた

引き
下げた

今年は
実施

しない
（凍結）

７月以降
引き

上げる
予定

７月以降
引き

下げる
予定

未定
改定前
の賃金
（円）

改定後
の賃金
（円）

昇給額
（円）

昇給率
（％）

格差
（％）

全国 43.2 0.9 19.7 8.8 0.5 26.9 243,854 248,673 4,819 1.98 100.0
新潟県 48.8 1.3 23.6 6.9 0.5 18.9 229,014 232,974 3,960 1.73 82,2

製
造
業

製造業　計 47.3 2.2 23.7 5.7 0.7 20.4 223,900 227,444 3,544 1.58 78.8
　食料品 42.3 1.9 30.8 3.8 1.9 19.2 204,361 206,724 2,363 1.16 59.7
　繊維工業 3.0 6.1 18.2 15.2 - 57.6 173,918 173,834 -84 -0.05 -2.5
　木材・木製品 40.9 - 31.8 4.5 4.5 18.2 219,945 226,282 6,337 2.88 127.2
　印刷・同関連 48.0 4.0 12.0 20.0 - 16.0 246,536 249,762 3,226 1.31 90.4
　窯業・土石 53.1 3.1 28.1 - - 15.6 236,854 239,787 2,933 1.24 65.2
　化学工業 - - - - - - - - - - -
　金属、同製品 70.9 - 16.5 3.8 - 8.9 223,103 227,562 4,459 2.00 89.9
　機械器具 52.0 4.0 32.0 - - 12.0 238,468 241,891 3,423 1.44 74.3
　その他 18.2 - 36.4 - - 45.5 195,139 199,115 3,976 2.04 84.9

非
製
造
業

非製造業　計 50.0 0.6 23.6 7.9 0.3 17.7 235,593 240,089 4,496 1.91 85.7
　情報通信業 - - - - - 100.0 - - - - -
　運輸業 40.0 3.3 26.7 10.0 - 20.0 196,417 197,444 1,027 0.52 39.3
　建設業 64.4 1.0 16.3 4.8 - 13.5 265,174 272,112 6,938 2.62 97.3
　卸売業 58.3 - 22.2 11.1 1.4 6.9 234,405 238,570 4,165 1.78 86.3
　小売業 26.9 - 35.8 4.5 - 32.8 213,300 216,959 3,659 1.72 76.2
　サービス業 47.6 - 23.2 11.0 - 18.3 225,554 229,293 3,739 1.66 73.5

規
模
別

1 ～ 9人 29.7 - 36.4 5.1 1.5 27.2 224,775 228,074 3,299 1.47 73.0
10 ～ 29人 53.4 1.5 22.3 5.8 - 17.0 232,946 237,395 4,449 1.91 81.4
30 ～ 99人 57.4 2.6 14.7 10.5 - 14.7 230,541 234,905 4,364 1.89 87.3
100 ～ 300人 75.0 - 11.4 4.5 - 9.1 225,513 228,778 3,265 1.45 74.9

　グラフ１４：賃金改定の実施について （％） グラフ１５：改定後の賃金について （円）
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２．賃金改定の内容について 
　賃金改定の内容について、新潟県ではグラフ１６を見ると「基本給の引き上げ」が４６．４％で最多と
なった。次いで「定期昇給」が４３．４％となった。判断要素としてはグラフ１７を見ると「企業の業績」
が６１．３％で最多となった。次いで「労働力の確保・定着」が４０．０％となった。全国と比較しても特
に目立った違いは見られなかった。
　表２４で「定期昇給」のみを業種別に見ると、製造業では「印刷・同関連」が７６．９％と最も高く、
非製造業では「サービス業」が４８．６％と最も高い結果となった。規模別に見ると、「１００～３００人」
が６４．０％と最も高い結果となり、規模が大きければ、大きいほど賃金引き上げの内容については「定
期昇給」を実施したという結果であった。

　表２４：賃金改定の内容について （％）
賃金改定の内容 賃金改定の判断要素について

定期
昇給

ベース
アップ

基本給の
引き上げ

諸手当の
改定

臨時
給与

企業の
業績

世間
相場

労働力の
確保・
定着

物価の
動向

労使関係
の安定

親会社又
は関連会
社の改定
の動向

前年度
の改定
実績

賃上げ
ムード

消費税
増税

重視した
要素は
ない

その他

全国 48.1 15.6 39.0 15.3 9.4 61.3 19.6 40.6 14.4 18.3 3.9 14.5 10.4 23.7 3.0 4.6
新潟県 43.4 11.6 46.4 15.4 9.4 61.3 15.4 40.0 14.4 21.6 4.3 16.7 12.1 24.9 3.3 6.6

製
造
業

製造業　計 44.4 13.0 47.2 15.7 12.0 67.7 18.1 40.2 13.4 25.2 6.3 15.7 11.0 19.7 3.1 6.3
　食料品 29.4 5.9 52.9 17.6 - 47.6 23.8 42.9 - 23.8 - 14.3 9.5 4.8 - 4.8
　繊維工業 40.0 － 60.0 - - - 50.0 - 75.0 25.0 - 25.0 - - - -
　木材・木製品 14.3 14.3 42.9 28.6 57.1 87.5 12.5 37.5 12.5 50.0 12.5 - - 12.5 - -
　印刷・同関連 76.9 23.1 23.1 23.1 7.7 80.0 20.0 40.0 - 6.7 - 6.7 13.3 20.0 6.7 26.7
　窯業・土石 40.0 10.0 50.0 10.0 20.0 69.2 7.7 30.8 46.2 23.1 15.4 7.7 15.4 30.8 7.7 -
　化学工業 - - - - - - - - - - - - - - - -
　金属、同製品 46.8 12.8 48.9 14.9 10.6 69.8 17.0 45.3 11.3 24.5 7.5 18.9 9.4 26.4 3.8 3.8
　機械器具 50.0 25.0 50.0 12.5 12.5 91.7 16.7 41.7 8.3 41.7 8.3 33.3 25.0 16.7 - -
　その他 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0

非
製
造
業

非製造業　計 42.8 10.7 45.9 15.1 7.5 56.7 13.5 39.9 15.2 19.1 2.8 17.4 12.9 28.7 3.4 6.7
　情報通信業 - - - - - - - - - - - - - - - -
　運輸業 28.6 7.1 50.0 21.4 - 64.3 7.1 50.0 7.1 21.4 - 21.4 14.3 7.1 7.1 7.1
　建設業 45.6 8.8 47.4 12.3 8.8 60.0 7.7 36.9 10.8 18.5 - 16.9 15.4 30.8 3.1 9.2
　卸売業 44.4 13.9 44.4 16.7 2.8 60.0 22.5 32.5 22.5 20.0 2.5 12.5 12.5 35.0 - 7.5
　小売業 26.7 6.7 46.7 20.0 13.3 50.0 22.2 38.9 5.6 16.7 5.6 16.7 - 27.8 11.1 -
　サービス業 48.6 13.5 43.2 13.5 10.8 48.8 12.2 48.8 22.0 19.5 7.3 22.0 14.6 26.8 2.4 4.9

規
模
別

1 ～ 9人 38.6 4.5 52.3 4.5 9.1 42.9 7.1 28.6 14.3 23.2 3.6 8.9 8.9 25.0 - 7.1
10 ～ 29人 38.1 9.3 51.5 14.4 11.3 53.4 13.6 36.9 14.6 21.4 1.0 16.5 8.7 30.1 4.9 5.8
30 ～ 99人 45.5 15.8 41.6 21.8 6.9 74.6 18.4 48.2 15.8 21.1 4.4 19.3 16.7 23.7 1.8 7.0
100 ～ 300人 64.0 16.0 36.0 12.0 12.0 71.9 25.0 40.6 9.4 21.9 15.6 21.9 12.5 12.5 9.4 6.3

　グラフ１６：賃金改定の内容について （％） グラフ１７：賃金改定の判断要素について （％）

定期昇給

ベースアップ

基本給の
引き上げ

諸手当の改定

臨時給与

15.415.4
15.315.3

9.49.4
9.49.4

46.446.4
39.039.0

11.611.6
15.615.6

43.443.4
48.148.1

新潟県 全国

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 企業の業績
世間相場

労働力の確保・定着
物価の動向

労使関係の安定
親会社又は関連会社の改定の動向
前年度の改定実績
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　当調査にご協力いただきました中小企業者様、中小企業組合事務局担当者様より貴重な調査データを賜り
まして大変ありがとうございました。この場を借りて御礼申し上げます。
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